
鮨 鋼

「

θ    ″

目 次

1 社会保障・税一体改革の基本的考え方
0 国民生活を支える社会保障

2 社会保障改革のポイント
O 子ども・子育て支援
0 医療・介護の充実
0 年金制度の改善
0 貧困・格差対策の強化

3 税制改革のポイント
0 消費税率の引上げについて
0 国・地方を通じた社会保障安定財源の確保
0 税制全体を通じた改革

・… 2
0 生涯でみた給付と負担のパランス        …・3
0 「肩車型」社会へ               …・4
0 社会保障給付費と財政の関係          …・5
0 歳出・歳入構造の変化             …・6
0 社会保障と経済の好循環            …・7
0 行政改革・政治改革への取組          … 8
0 社会保障・税一体改革が目指す将来像      … 9
0 社会保障の充実・安定化のための安定財源の確保 …・10

0 社会保障の充実                …・11

…・12

…・13

-・ 14

-・ 15

…・16

…・17
-・ 18



国民生活を支える社会保障
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『肩車型』社会ヘ
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社会保障給付費と財政の関係
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歳出・歳ス構造の変化

平成 2年度
決算

歳 出
社会保障費
115Jヒ (160%)

国債贅
143兆円

(20,1) ＼ 、
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社会保障と経済の好循環

老後の不安を取り除き,消費を拡大

憲 計 の 金 融 行 動 に 関 す る世 綸 調 査 に 人以上世帯、201¨ 金融庁広報中央姜員会)

| |
それほど

心配していない

178%

社会保障の分野で雇用創出

医療・福祉産業就業者数の推移
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行政改革・政治改革への取組
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社会保障・税―体改革が目指す将来像

〔働き方の変化 |[家族形態や地域の変化 〕1少子高齢1ヒ
l〔

厳しい財政状況 〕

全でのスガツ影侵%膨聾議誠できるを受朔調謝助庫へ
9

社会保障の機能強化と

給付の重点化・効率化

持続可能で適切・公平
な社会保障給付

社会保障の安定財源確保
と財政健全化の同時達成

あらゆる世代が負担を
分かち合い、将来世代

に先送りしない



社会保障の充実・安定化のための安定財源の確保

全
額
を
社
会
保
障
の
財
源
に

0基礎年金国庫負担2分の1   (2.9兆円程度)

0後代への負担のつけ回しの軽減  (7.0兆円程度)

0消費税引上げに伴う社会保障支出の増
(0.8兆円程度)

10

社会保障の充実 :

子ども・子育て対策など

2.7兆円程度(消費税収1%程度)

社会保障の充実 :2。7JL日程度
(消費税収1%程度)

社
会
保
障
の
充
実

0子ども・子育て対策 (0.7JL円程度)

0医療・介護の充実 (～ 1.6JL円弱程度

0年金制度の改善 (～0.6兆円程度)

0貧困・格差対策の強化(低所得者対策等)

(～ 1.4兆円程度(上記の一部))



子ども・ 子育て支援

♂

‐

0幼保一体化

～保育所と幼稚園の良さをあわせもつ

施設の創設や給付の一体化～

O地 域でいきいきと子育てできるよう、支援を充実

子育ての相談や親子が交流する場、
一時的に子どもを預けられる場の充実 など

より子どもを生み、育てやすく

医療・ 介護の充実

どこに住んでいても、適切な医療 。介護サービスが

受けられるように

■ 救急等の急性期医療のスタツフ充実など

入院医療強化

■ 在宅医療の充実、
地域包括ケアシステム※の構築

■ 長期にわたり、高額な医療を受ける患者の負担

■ 低所得者の国保・介護保険料軽減、

国保への財政支援の強化



(     年金制度の改善     )

への厚生年金・健康保険の適用拡
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■ 基礎年金国庫負担2分の 1の恒久化

■ 最低保障機能の強化
低所得者への基礎年金加算
受給資格期間の短縮 (25年→10年 )

(    貧理:格差対窒p理

`ヒ

    )  |
■ 働くことを希望するすべての人が

仕事に就けるよう支援
■ 低所得者へきめ細かに配慮

第1のネット】

● 社会保険の短時間労働者への適用拡大
● 低所得者対策の強化(

【第2のネット】

●求職者支援制度の実施

すべての国民が

「生活支援戦略」
(仮称)の
策定口推進

生活困窮者対策と
見直し

総合的に推進



消費税率のコl上げについて

ひ 税収力崚定
0″ R間で公平な負″
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0廓 =財源調達力

消費税率のヨI上げ

(消費税|.3%地方消費税 :。7%)

・       ιl'0%
(消費税7.8%地方消費税2.2%)

回 0地方を通じた社会保障安定財源の確保
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社会保障の充実 : +27兆 円程度

:+108兆 円程度

(消費税収1%程度)

(消費税収4%程度)社会保障の安定化



相 続 税 0贈 与 税

・課税ベース拡大、最高税率の引Jf
・子や獅へ0贈与につら1こ税率緩和

法 人 税 0地 方 法 人 課 税

・法人実効税率を5%引下lf

・課税ベース拡大

マイホームなどの出費
が必要な子育て世代等
(30代、40代 ):=
円滑な資産移転を促進

所 得 税・個 人 住 民 税

。最高税率のヨl上lf

・控除から手当ヘ

企業の国際競争力の
維持・向上、雇用維持
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安心して暮ら世る地域を目指して

徳島県知事 飯泉嘉門

検討会議メンパーに『地方の代表」は含まれず
年金、高齢者医療、介護など「狭義の社会保障」
消費税の増税による収入は「すべて国」ヘ

子育て、医療、介護など地方自治体の役割を充分踏まえ、国と地方が一体となつて
安定的な制度の構築を目指す

Or消費税・増収分J(596)のうち1.54%を「地方分Jと して確保
0地方で取組む事業の例

。予防接種、乳幼児健診、がん検診、障害者・障害児施策
・難病治療対策の地方負担
・業務に携わる保健師の人件費 など



1全国に先駆けて “発達障害者総合支援ゾーン"を整備
福祉・教育・医療施設を結集

0各施設の専門性を生かした支援

O各施設間の連携促進
[24年4月 開校 !]

就労支援を強化 :

2工賃アップに向けた取組み

腫言?号に詳与能力に応じて働ける
O就労支援事業所の生産品の販路拡大
○事業所経営の改善支援等

円帥　ｍ　ｍ　ｍ　ｍ　ｍ
"工賃アップを強力に推進 : 

度

1乳幼児等への医療費助成
子育て家庭の経済的負担を軽減

低迷を続けていた合計特殊出生率は
平成22年に1.42まで改善
6年ぶりに全国平均を上回る

■全国 トップクラスとなる乳幼児等への医療費助成を実施

2予防接種・各種検診 =予防的な事業が重要 :

①子どもの健康を守る ②医療費を抑制

1 45

14

1 35

13

125

12

合計 特 殊 出生率 の饉移



・百年に一度の経済危機
・千年に一度の大震災
・歴史上最悪の円高 国民が景気回復を実感した時 ′

所得が少ない家計ほど
消費税の負担割合が高い

食料品、医薬品(0%)家庭用燃料・電力等(5%)

食料品等(5.5%)医薬品、新聞等(2.1%)

食料品、水、新聞、旅客運賃等(7%)

書口ふしてi肖費できるよう
非課税、軽減税率の適用を ′

(食料品など生活必需品)




